
別紙２ 

 

新 旧 対 照 表  

（注）アンダーラインを付した部分は改正部分である。 

改  正  後 改  正  前 

別冊 

酒税法及び酒類行政法令解釈通達 

 

第２編 酒税法関係 

第10条 製造免許等の要件 

第11号関係 

２ 酒類の製造免許の取扱い 

 ⑷ 単式蒸留焼酎 

  ロ 特産品焼酎（単式蒸留焼酎のうち、申請等製造場

の所在する地域で生産された特産品を主原料として

製造するものをいう。以下同じ。） 

    製造しようとする酒類が、特産品の特性を有する

ものと認められる場合には、申請等に基づいて個々

にその内容を検討の上、免許付与等の可否を決定す

る。 

 

    なお、特産品のうち米、麦、さつまいも又はそば

を主原料として製造しようとする場合には、申請等

製造場の所在する都道府県が、申請等しようとする

日の属する年度（毎年４月１日から翌年の３月31日

までをいい、申請等しようとする日が４月１日から

８月31日までの間にあっては、申請等しようとする

日の直前の３月31日までの年度をいうものとする。

以下「判定基準年度」という。）前３年度における

平均課税移出数量（当該３年度内の各年度の当該都

道府県における申請等に係る酒類の課税移出数量を

合算したものの３分の１に相当する数量をいう。以

下同じ。）と平均小売数量（当該３年度内の各年度

の当該都道府県における申請等に係る酒類の小売数

量を合算したものの３分の１に相当する数量をい

う。以下同じ。）を比較して、平均課税移出数量が

平均小売数量を下回っている都道府県である場合に

限り付与等する。 

(注) （省略） 

 

第７編の２ 構造改革特別区域法関係 

第26条 

第１項関係 

別冊 

酒税法及び酒類行政法令解釈通達 

 

第２編 酒税法関係 

第10条 製造免許等の要件 

第11号関係 

２ 酒類の製造免許の取扱い 

 ⑷ 単式蒸留焼酎 

  ロ 特産品焼酎（単式蒸留焼酎のうち、申請等製造場

の所在する地域で生産された特産品を主原料として

製造するものをいう。以下同じ。） 

    製造しようとする酒類が、特産品の特性を有する

ものであり、かつ、その製造及び販売見込数量から

販売先が申請等地域に限定されていると認められる

場合には、申請等に基づいて個々にその内容を検討

の上、免許付与等の可否を決定する。 

    なお、特産品のうち米、麦、さつまいも又はそば

を主原料として製造しようとする場合には、申請等

製造場の所在する都道府県が、申請等しようとする

日の属する年度（毎年４月１日から翌年の３月31日

までをいい、申請等しようとする日が４月１日から

８月31日までの間にあっては、申請等しようとする

日の直前の３月31日までの年度をいうものとする。

以下「判定基準年度」という。）前３年度における

平均課税移出数量（当該３年度内の各年度の当該都

道府県における申請等に係る酒類の課税移出数量を

合算したものの３分の１に相当する数量をいう。以

下同じ。）と平均小売数量（当該３年度内の各年度

の当該都道府県における申請等に係る酒類の小売数

量を合算したものの３分の１に相当する数量をい

う。以下同じ。）を比較して、平均課税移出数量が

平均小売数量を下回っている都道府県である場合に

限り付与等する。 

(注) （同左） 

 

第７編の２ 構造改革特別区域法関係 

第26条 

第１項関係 



 

 

改  正  後 改  正  前 

４ 構造特区法第26条第１項第１号及び第３号に規定する

酒類の製造免許の取扱い 

  構造特区法第26条第１項第１号及び第３号に規定する

製造免許を受けようとする場合は、第２編法第10条第11

号関係の２〈酒類の製造免許の取扱い〉の規定は適用し

ない。 

  この場合における構造特区法第26条第１項第１号に規

定する酒類の製造免許については、製造しようとする酒

類が、同項に規定する特区内農産物等を主たる原料とす

るものと認められる場合には、申請等に基づいて個々に

その内容を検討の上、免許付与等の可否を決定する。 

 

 

  (注) （省略）  

 

４ 構造特区法第26条第１項第１号及び第３号に規定する

酒類の製造免許の取扱い 

  構造特区法第26条第１項第１号及び第３号に規定する

製造免許を受けようとする場合は、第２編法第10条第11

号関係の２〈酒類の製造免許の取扱い〉の規定は適用し

ない。 

  この場合における構造特区法第26条第１項第１号に規

定する酒類の製造免許については、製造しようとする酒

類が、同項に規定する特区内農産物等を主たる原料とす

るものであり、かつ、その製造及び販売見込数量から販

売先が認定計画特定事業者の所在する地域に限定されて

いると認められる場合には、申請等に基づいて個々にそ

の内容を検討の上、免許付与等の可否を決定する。 

  (注) （同左）  

 

 

 

 


